
特定地域再生制度について

特定政策課題

○地域における少子高齢化の進展に対応した良好な居住環境の形成

複合的サービスをまちづくりと一体的に整備、提供 郊外型住宅団地の再生

特定地域再生事業を記載した地域再生計画のイメージ

特定地域再生事業を記載した地域再生計画の認定

買物支援

住み替え支援地域のコミュニティづくり

地域再生の担い手支援

認定地域再生計画に基づく特定地域再生事業に対する特別の措置

特定地域再生制度は、少子高齢化への対応など全国の地域に共通する重要な政策課題につい
て、国が特定政策課題として設定して、その課題解決に取り組む地域を重点的かつ総合的に支
援する制度です。

従来からの地域再生制度の支援措置に加えて、地域再生計画に特定地域再生事業を記載し、認
定を受けることにより、以下の支援措置を受けることができます。
○民間事業者への融資に関する特定地域再生支援利子補給金の支給
○社会福祉の増進等に取り組む株式会社への出資に係る課税の特例（株式譲渡益からの控除）
○公共施設等の除却に要する経費を地方債の起債対象とする地方債の特例
○特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定∑事業の実施に対する特定地域再生事業費
補助金の交付

平成２４年度創設

生きがい就労子育て支援

高齢者の地域居住

地方公共団体は、特定政策課題の解決に資する特定地域再生事業を記載した地域再生計画を作
成し内閣総理大臣に認定を申請

高齢者の生活支援

地域包括ケア

• 居住者の少子高齢化等が進む市街地において保健∑医療、介護∑福祉、子育て等のサービスを一体的に整備∑提

供するまちづくり

• 居住者の高齢化等が進む郊外住宅団地における生活環境の維持∑向上

• 居住者の少子高齢化と人口減少が同時並行的に進む中山間地域や農山漁村地域における地域活力の維持∑向上

○地域における未利用の又は利用の程度の低い資源を有効に活用した産業の振興

• 地域における農林水産物の有効利用による６次産業化や観光∑健康等の他分野との連携を通じた地域活力の向上

• 地域に賦存する再生可能エネルギーの活用による事業の創出とともに、省エネルギー対策等を一体的に行うエコ

タウンの推進
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 地域における少子高齢化の進展に対応した良好な居住環境の形成

 地域における未利用の又は利用の程度の低い資源を有効に活用した
産業の振興

特定政策課題の設定

地域再生計画

構造改革特区計画

行政分野横断的な先駆的取組み

特定地域再生事業（特定政策課題の解決に資する事業）

∑特定地域再生事業費補助金
∑株式会社への投資促進税制
∑特定地域再生支援利子補給金
∑地方債の特例
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地方公共団体
民間事業者
ＮＰＯ等
地域再生推進法人

事業主体

➢地域再生提案
➢構造改革提案

提 案

医療
介護
福祉 環境子育て …

地域再生法に基づく支援措置

少子高齢化など全国の地域に共通する重要な政策課題について、国が特定政策課題として設
定し、その解決に資する地域の取組に対して重点的かつ総合的な支援を行います。
特に、行政分野横断的な先駆的な取組について重点的に支援を行うことにより、課題解決モ

デルを構築し、これを全国に展開することにより全国的な課題解決を図ります。
併せて、地域再生の推進のために講ずべき新たな措置に関する提案制度の活用や構造改革特

区制度との一体的活用を図ることにより、既存の施策体系の改善につなげ地域の政策課題を解
決するための制度改革を推進します。

特定地域再生制度の意義

2



特定地域再生事業費補助金

特定政策課題の解決に資する地域再生計画の策定∑事業の実施を支援します。

特定政策課題の解決に資する地域再生計画を策定しようとする地方公共団体が、地域の将来
像や課題の解決のための取組について住民や関係団体との合意形成を図る等計画の策定のため
に必要な調査等を実施する場合に補助金を交付します。

○対 象：地方公共団体
○補助率：全額補助（10,000千円を限度）

＜イメージ＞ 住民∑関係団体

地方公共団体

特定政策課題の解決に資する地域再生計画

特定地域再生計画策定事業

●ニーズ∑課題の把握
●コンセンサスの醸成

●地域住民の意識調査
●ワークショップの開催

地方公共団体、公共的団体、ＮＰＯ∑一般社団法人等のうち地域再生推進法人として指定さ
れた者が、地域再生計画に記載された特定政策課題の解決に資する事業を実施する場合に補助
金を交付します。

○対 象：地方公共団体、地域再生推進法人 等
○補助率：１/２

※他の国庫補助の対象となるものについては補助の対象になりません。

特定地域再生計画推進事業

＜補助対象例＞
●複数施設の統合化 ●既存遊休施設の改修 ●コミュニティバスの購入
●長期型専門家派遣 ●高齢者∑女性の就業支援 ●複業化、マルチ人材育成支援
●エネルギー∑マネジメント、資源リサイクル等人材の育成支援 等
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特定地域再生支援利子補給金

特定地域再生支援利子補給金とは、特定政策課題の解決に資する事業の実施者が金融機関から
当該事業を実施する上で必要な資金を借り入れる場合に、国が当該金融機関を指定した上で、利
子補給金を支給するものです。
これにより、事業資金を低利で借り入れることができるため、事業の円滑な実施につながるこ

とが期待できます。また、雇用機会の創出や地域経済の活性化なども期待できます。

（１）国から指定を受けることが可能な金融機関

①銀行 ②信用金庫及び信用金庫連合会

③労働金庫及び労働金庫連合会 ④信用協同組合及び信用協同組合連合会

⑤農業協同組合及び農業協同組合連合会 ⑥漁業協同組合及び漁業協同組合連合会

⑦農林中央金庫 ⑧株式会社商工組合中央金庫

⑨株式会社日本政策投資銀行

（２）利子補給金の支給期間

金融機関が特定政策課題の解決に資する事業の実施者へ最初に貸付けした日から起算して５年間

（３）利子補給金の支給対象となる事業

特定政策課題の解決に資する事業 等

地域再生基盤強化交付金

内

閣

府

地方公共団体

⑦返済
⑤融資

①
地域再生
計画作成

(指定)金融機関

事業イメージ

②認定申請

③認定

④指定

⑥利子補給契約締結（支給期間５年）

⑧利子補給

地域再生推進法人∑企業∑NPO等
（特定政策課題の解決に資する事業を実施する事業者等）
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地域再生計画
株式会社が行う特定地域再生

事業が記載された計画

地方公共団体の確認に係る要件
① 常時雇用者数が２人以上であること
② 特定地域再生事業を専ら行う株式会社であること
③ 中小企業者であり、大規模法人の子会社ではないこと
④ 非上場会社、非店頭登録会社であること
⑤ 性風俗関連特殊営業を行うものではないこと
⑥ 株式投資契約を締結する株式会社であること

課税の特例

特定政策課題の解決に資する事業を行う株式会社に対する投資について、広く民間から志あ
る資金を集めるための税制上の優遇措置を講じます。

出資に対する税制上の優遇措置
① 投資時点

投資額を他の株式譲渡益から控除
② 売却等により損失が発生した場合

損失を翌年以降３年間にわたって株式譲渡益から控除

※投資時点に優遇措置を受けた場合には、その控除対象金額を取得価額から差し引いて売却損失を計算します。

内閣総理大臣

特定地域再生事業の内容

① 住民生活の移動のための交通手段の確保又は地域住民の

生活に関する需要に応じて行う商品の販売若しくは役務

の提供等の社会福祉の増進に関する事業

② 再生可能なエネルギー源の利用又はリサイクルの推進等

を通じた環境の保全に関する事業

特定地域再生事業を実施

出資

個人投資家

確認を受けた株式会社

地方公共団体

認定

確認

地方債の特例

施設の統廃合等により不要となった公共施設又は公用施設については、老朽化等による危険
性の増大や一定の維持管理コストの発生が見込まれるため、特定政策課題の解決に資する当該
施設の除却について、地方債の起債対象とします。

地方財政法上の内容 地域再生法による特例

特定政策課題の解決を図るための公共施設等の除却に関す
る事業を地域再生計画に記載

内閣総理大臣の認定

除却のみでも一定の事業※について地方債の対象事業とする

※国庫補助金の対象となる事業

※

地方債の対象経費は、地方
財政法第５条により、建設
事業等に限定

除却については、新たな施
設の建設に伴うもののみ対
象

5



両制度の一体的活用

特定地域再生制度の推進に当たっては、構造改革特区制度による規制の特例措置を併せて適用
することにより、一層の事業効果等が期待されることから、特定地域再生事業に係る規制の特例
措置の提案については、特定地域再生事業費補助金の選定に当たってその内容を加味するととも
に、規制の特例措置の実現に向けて重点的に関係府省との調整を実施します。

特定地域再生制度と構造改革特区制度の一体的活用

○特定地域再生事業費補助金

選定に当たって、規制の特例措
置の提案内容を加味

○特定地域再生制度
地域の少子高齢化対策∑低未利用資源の有効活用
という政策課題に取り組む地域に対し、国として
重点的に支援する制度

○両制度連携の意義
特定地域再生事業の推進に当たっては、構造改革
特区制度による規制の特例措置を併せて適用する
こと(両制度の連携)により、一層の事業効果の発
現、さらに先駆的な取組の他地域への波及を期待

○構造改革特区制度
地方公共団体等の取組を妨げているような国の
規制について、地域を限定して、これらの規制
を改革する制度

○規制の特例措置

特定地域再生計画の認定申請と併せて提案された「新たな
規制の特例措置＊」にあっては、重点的に関係府省との調
整を実施

＊：特定地域再生事業において重要な役割が見込まれ、地元関係

者の合意が得られているもの

○連携施策に対する支援

地方公共団体において、特定地域再生事業と規制
の特例措置について、極力全体をパッケージとし
て検討がなされ、計画認定などの手続きが同時に
行われるもの

（参考）構造改革特区制度の流れ
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内閣官房∑関係府省
との間で提案の

実現に向けて調整
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